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「第４期介護保険事業計画」における介護保険料の設定について 

 

 

１ 介護保険料の算定方法 

 

・ 介護保険料は,介護給付費の見込み,費用負担の割合及び第１号被保険者数により介護保険料基準

額が算出され,所得段階区分に応じた保険料率に基づき算定する。 

※ 「基準額」とは，宇都宮市で必要な介護給付費の見込みの２０％相当分（第１号被保険者の費用負担割合）を

宇都宮市の６５歳以上の人数で割った額で，第４段階の金額になる。 
 

(介護給付費の見込み）×（費用負担割合）÷（第１号被保険者数）＝（介護保険料基準額） 

 

 

２ 介護保険料を取り巻く状況 

 

 (1) 事業費全体に関する事項 

 

  ・ 第４期介護保険事業計画（平成２１～２３年度まで）における全体事業費は，約６５８億円であり，

次の要因から，第３期事業計画（平成１８～２０年度まで）と比較し，計画期間における全体事業費が，

約１３８億円（２６．７％）の増加となる。 

                   単位 千円 

種  別 第３期事業計画（実績） 第４期事業計画（案） 増 減 

標準給付費 ５０，８１４，７１６ ６３，９６４，７０７ １３，１４９，９９１

地域支援事業費 １，１７９，５９０ １，９０６，４８５ ７２６，８９５

合 計 ５１，９９４，３０６ ６５，８７１，１９２ １３，８７６，８８６

※ 高齢者人口や要介護認定者数，介護サービス量の見込み等に基づき算定 
※ 介護報酬改定分を含む 

 
 

   ア 要介護認定者数の増加 

平成２１年度  １４，８９４人  
 平成２２年度  １５，３１６人  
 平成２３年度  １５，８９３人  

 
 

   イ 介護保険施設の整備量の増加                         単位 床 

施 設 区 分 第３期事業計画（実績） 第４期事業計画（案） 増 減 

介護老人福祉施設 １，２５０ １，５００ ２５０

地域密着型介護老人福祉施設 ０ １１６ １１６

介護老人保健施設 １，００９ １，１０９ １００

認知症対応型共同生活介護 ２６１ ２９７ ３６

合 計 ２，５２０ ３，０２２ ５０２

 
 

   ウ 介護報酬の改定 

     国は，介護従事者の処遇改善による介護報酬改定率を２．８％（全国平均値３．０％）とした。 
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(2) 第１号被保険者に関する事項 

 

  ・ 国は，全国の被保険者の比率に基づき，全体事業費における第１号被保険者の費用負担割合を増

加させたため，第１号被保険者の介護保険料が上昇する要因となっている。 

 

◆費用負担割合 
・ 第１号被保険者 第３期の１９％から第４期は２０％へ増加 
・ 第２号被保険者 第３期の３１％から第４期は３０％へ減少 

 

 

    第３期（平成 18 年度～20 年度）          第４期（平成 21 年度～23 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第１号被保険者数 

平成２１年度    ９５，８１１人  
 平成２２年度    ９７，８４０人  

 平成２３年度   １０１，０１１人  

 

 

２ 第４期介護保険料の設定 

 

(1) 国の方針 

 

  ア 第３期における税制改正に伴う激変緩和措置を踏まえた保険料段階の設定 

 

① 高齢者の非課税限度額（概ね合計所得金額 125 万円）の廃止に伴う激変緩和措置の終了 

② 現行第４段階における収入等が一定額以下の者に対する負担軽減 

③ 被保険者の負担能力に応じた段階数及び保険料率の設定 

 

  イ 介護保険給付基金の活用 
 

   ・ 介護給付基金を有する保険者は，最低限必要と認める額を除き保険料に充当するものとし，第

４期の保険料を第３期と同程度の水準とすることについて，十分に検討すること。 

 
  ウ 介護従事者処遇改善臨時特例交付金による保険料の軽減 
 

・ 介護従事者の処遇改善による介護報酬改定に伴う平成２１年度及び平成２２年度の保険料の上

昇分を抑制するために必要な経費を交付する。 
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(2) 本市の保険料について 

 

  ア 基本的考え方 

 

   保険料は，国の方針に基づき，税制改正に伴う激変緩和措置を踏まえた保険料段階の設定，介護

従事者処遇改善臨時特例交付金の充当，また，介護給付基金を適正な必要額を確保したうえで活用

し，保険料の上昇を極力抑制し，第３期と同水準とする。 

 

  イ 保険料率の設定 

 

(ｱ) 税制改正に伴う激変緩和対象者に対する新段階の設定 

 

    ・ 国の激変緩和措置が終了し，対象者について保険料の急激な上昇が見込まれ，また，税制改

正後に第１号被保険者となった者との均衡を図るため，現行の第５段階を細分化し，（新）第５

段階の保険料率を軽減する。 

 

 

第３期   第４期  

保険料段階   保険料段階 基 準 所 得 金 額 

第 ５ 段 階  
 

    

（新）第５段階 合計所得金額１２５万円未満 

市民税課税者で本人の合

計所得金額が 

２００万円未満の者 
 

 
（新）第６段階 合計所得金額１２５万円以上２００万円未満 

 
 

(ｲ) 現行第４段階に該当する低所得者に対する保険料率の軽減 

 

   ・ 現行で第４段階のうち，約６２％を占める公的年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円以

下の被保険者の負担能力に応じた保険料率を設定するため，第４段階を区分し保険料率を軽減す

る。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３期  第４期  

保険料段階  保険料段階 基  準  所  得  金  額 

第 ４ 段 階  

 

公的年金収入額＋合計所得金額が８０万円以下 

 
市民税課税世帯で 

本人は市民税非課税者 
 

第 ４ 段 階 

市民税世帯課税本人非課税（上記以外の者） 



 4

  ウ 保険料の設定 

 

(ｱ) 保険料上昇抑制策 

 

     ① 国の方針に基づく介護従事者処遇改善臨時特例交付金による保険料の上昇抑制 

 

○介護従事者処遇改善臨時特例交付金充当方法 

 ・平成２１年度  介護報酬改定による上昇分の全額 

 ・平成２２年度  介護報酬改定による上昇分の２分の１ 

 ・平成２３年度  無 

 

② 介護給付基金の活用 

 

      ・ 介護給付基金の必要額を確保したうえで，残額を保険料に充当し，保険料の上昇抑制及

び平準化を図る。 

 

○介護給付基金額   ３０億３千万円（平成 20 年度決算見込） 

○介護給付基金必要額 １５億円   （介護給付費１か月程度） 

○基金充当額     １５億３千万円（自然増分 13.5 億円，介護報酬改定による上昇分 1.8 億円）

○介護給付基金の充当方法 

 ・平成２１年度  自然増分 

 ・平成２２年度  自然増分＋介護報酬改定による上昇分の２分の１ 

 ・平成２３年度  自然増分＋介護報酬改定による上昇分の全額 

 

(ｲ) 保険料基準額（案） … 別紙資料を参照 

 

   ・年額  ４４，７００円（第３期と同額） 

    ・月額   ３，７２５円（第３期と同額） 

 
３ 今後のスケジュール 

 

  平成２１年 ３月    事業計画の決定・公表 
              介護保険条例改正，基金条例制定，基金の創設 
        ４月～   新保険料について市民へ周知（広報紙掲載，ちらし自治会回覧） 
        ７月～   新保険料による賦課開始 
 

 

 



○第４期介護保険料（案）

所得段階区分 保険料率 保険料額 所得段階区分 保険料率 保険料額

第1段階

・　生活保護受給者

・　市民税非課税世帯で
　老齢福祉年金を受給
　している者

0.50
22,300円

（月額1,858円）
第1段階

・　生活保護受給

・　市民税非課税世帯で
　老齢福祉年金を受給
　している者

0.50
22,300円

（月額1,858円）

第2段階

市民税非課税世帯で
合計所得金額と
公的年金収入額の
合計が８０万円以下の者

0.50
22,300円

（月額1,858円）
第2段階

市民税非課税世帯で
合計所得金額と
公的年金収入額の
合計が８０万円以下の者

0.50
22,300円

（月額1,858円）

第3段階
市民税非課税世帯で
第１，第２段階に
該当しない者

0.75
33,500円

（月額2,791円）
第3段階

市民税非課税世帯で
第１，第２段階に
該当しない者

0.75
33,500円

（月額2,791円）

市民税課税世帯の
本人市民税非課税者で
合計所得金額と
公的年金収入額の合計が
８０万円以下の者

0.90
40,200円

（月額3,352円）

市民税課税世帯で
本人は市民税非課税の者
（上記以外の者）

1.00
44,700円

（月額3,725円）

（新）
第5段階

市民税課税者で
本人の合計所得金額が
１２５万円未満の者

1.12
50,000円

（月額4,172円）

（新）
第6段階

市民税課税者で
本人の合計所得金額が
１２５万円以上
２００万円未満の者

1.25
55,800円

（月額4,656円）

第6段階
市民税課税者で
本人の合計所得金額が
２００万円以上の者

1.50
67,000円

（月額5,583円）
第7段階

市民税課税者で
本人の合計所得金額が
２００万円以上の者

1.50
67,000円

（月額5,583円）

案

第4段階

現　　　　　行

第5段階

44,700円
（月額3,725円）

市民税課税者で
本人の合計所得金額が
２００万円未満の者

1.25
55,800円

（月額4,656円）

第4段階
市民税課税世帯で
本人は市民税非課税の者

1.00

資　料



○特例交付金及び介護給付基金による保険料軽減の効果

　　1/2国庫負担　 ↓　　51円

　　1/2基金充当 ↓　　51円

自然増 ↓　390円

第3期保険料
3,725円

平成18～20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

改定増

改定増 1/2

第4期保険料
3,725円

全額基金充当全額国庫負担

4,217円

4,166円

4,115円

3,725円

基金充当
自然増による保険料上昇分の抑制


